様　式　集
【様式第１号】
現地説明会参加申込書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
　京 都 市 長　
　現地説明会について，下記のとおり参加を申し込みます。

記

	法人名
	

	所在地
	

	参加者
	参加人数


	　　　　　　　　人　　

	
	代表者氏名


	

	
	所属部署

役　　職
	

	
	電話番号

ＦＡＸ
	－　　　　－　　　　

－　　　　－　　　　　　　　

	
	Ｅメール


	＠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　
【様式第２号】

質問書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　
Ｅメール　　　　　　　　　　　　
　京都市山ノ内浄水場跡地活用優先交渉事業者選定に係る応募書類の作成等について，下記のとおり質問します。

記

	質問事項

	質問１
	

	質問２
	

	質問３
	


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。
【様式第３号】

応募申込書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
　京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印　

　京都市山ノ内浄水場跡地活用優先交渉事業者選定の公募型プロポーザルについて，必要書類を添え，応募します。

	御担当者及び連絡先

	所属部署

役職
	

	氏名
	

	電話番号
	　　　－　　　　－

	ＦＡＸ
	　　　－　　　　－

	Ｅメール
	　　　　　　＠



【様式第４号】

誓約書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印　

　京都市山ノ内浄水場跡地活用優先交渉事業者選定の公募型プロポーザルへの応募に際し，下記のとおり誓約します。

また，本誓約に違反があった場合には，当法人が本プロポーザルの参加資格を停止されることに同意します。
なお，参加資格を停止された場合でも，当法人が本プロポーザルに関して費やした費用について，京都市に賠償を求めることはありません。

記

１　「京都市山ノ内浄水場跡地活用優先交渉事業者の選定に係る募集要項」にある応募資格を満たしていること。
２　提出する書類に虚偽の記載がないこと。
【様式第５－１号】
事業報告書
（　沿　　革　）
	法　人　名
	

	法人の沿革を記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第５－２号】
事業報告書
（　事業内容　）
	法　人　名
	

	これまでの主な事業実績及び直近の事業内容を記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第５－３号】
事業報告書
（　運営理念　）
	法　人　名
	

	　法人の運営理念を記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第５－４号】
事業報告書
（　組織体制　）
	法　人　名
	

	　法人の組織体制を記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－１号】

事業計画書
（　事業の理念　）

	法　人　名
	

	　事業の目的及び方針を記載してください。
　



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－２号】

事業計画書
（　教育研究計画　）
	法　人　名
	

	　跡地に設置される各学部における教育・研究内容やその計画，中長期の重点目標を記載してください。

また，地域や初等・中等教育，行政，企業活動等との連携または成果の還元について，その方針を記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－３号】

事業計画書
（　研究実施体制　）
	法　人　名
	

	教育・研究に携わる教員の体制と主な研究実績，研究を支援する大学職員の体制，主な研究設備・機器について記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－４号】

事業計画書
（　人が集まり開かれた施設づくり　）
	法　人　名
	


	（人が集まり開かれた施設づくりの方針）
施設整備の方針のうち，特に「多様な人が集まる」ための，付加機能の整備方針と大学教育施設の開放の方針について記載してください。



	（付加機能施設）

付加機能として整備される大学教育施設以外の施設を記載してください。

	（開放する大学教育施設）
一般に開放される大学教育施設を記載してください。

	（開催する講座等）
市民が参加できるイベントや講座の開設など，「人が集まる」または「生活の質の向上」に貢献する取組を記載してください。




※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。
【様式第６－５号】

事業計画書
（　まちづくり　）
	法　人　名
	

	地域のまちづくりに対する配慮事項を記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－６号】

事業計画書
（　学生数・教職員数　）
	法　人　名
	


	学部学科等の名称
	

	種　　　　　　別
	新設・移設

現所在地（移設の場合）

　　　県・府　　　市
	（学生数）　　　　　　人

（教職員数）　　　　　　人


	学部学科等の名称
	

	種　　　　　　別
	新設・移設

現所在地（移設の場合）

　　　県・府　　　市
	（学生数）　　　　　　人

（教職員数）　　　　　　人


	学部学科等の名称
	

	種　　　　　　別
	新設・移設

現所在地（移設の場合）

　　　県・府　　　市
	（学生数）　　　　　　人

（教職員数）　　　　　　人


	学部学科等の名称
	

	種　　　　　　別
	新設・移設

現所在地（移設の場合）

　　　県・府　　　市
	（学生数）　　　　　　人

（教職員数）　　　　　　人


※　不足する場合は，複写してください。
※　学部学科等には事務局や大学院，研究所等を含みます。
※　学生数には，大学院生や社会人学生，研究生等を含みます（内訳も記載してください。）。

【様式第６－７号】
事業計画書
（　学生の募集方針　）

	法　人　名
	

	　今後の募集方針（特に多様な学生の募集方針）について記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。【様式第６－８号】

事業計画書
（　施設整備事業費　）

	法　人　名
	

	（　総　額　）

￥

百億

十億

億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一


	　※　総額は，以下の項目以外も含むすべての事業費としてください。

※　金額は，アラビア数字１，２，３・・・を記載してください。


	（　設計・工事費〈調査費含む〉　）
￥

百億

十億

億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一

　
（　主な研究設備・備品等　）
￥

百億

十億

億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一

　　
（　その他，特に記載すべき費用　[費目：　　　　　　　　　　　　　]）
￥

百億

十億

億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一

　


※　主な研究設備・備品等とは，実験や研究等で使用する設備機器，パソコンや家具などをいいます。

【様式第６－９号】

事業計画書
（　付加機能施設の来場予測人数等　）
	法　人　名
	


	施設の名称・機能
	

	施設の概要
	

	収容人数
	　人
	来場予測人数
	人

	職員数
	人　　　
	


	施設の名称・機能
	

	施設の概要
	

	収容人数
	　人
	来場予測人数
	人

	職員数
	人　　　
	


※　不足する場合は，複写してください。
※　来場予測人数は，年間予測を記載してください。
【様式第６－１０号】

事業計画書
（　交通アクセス機能の活用　）

	法　人　名
	

	　周辺地域の賑わいの創出や地下鉄の利用，自動車利用の抑制に向けた交通アクセス機能の活用について，方針や取組を記載してください。



※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。

【様式第６－１１号】

事業計画書
（　事業スケジュール　）

	法　人　名
	

	（１０年間の事業展開）

開設から１０年間の主な事業スケジュールを記載してください。



	（１０年間の施設整備）

用地引渡しから開設後１０年間の主な施設整備のスケジュールを記載してください。



	（事業展開及び施設整備の将来構想）

　将来的な事業展開及び施設整備の構想について記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。
※　なお，別添で資料を添付していただく場合は，様式は自由ですが，サイズをＡ３またはＡ４版としてください。

【様式第６－１２号】

事業計画書
（　自由記述　）
	法　人　名
	

	特にアピールされたいことを自由に記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。

【様式第７－１号】

施設計画書
（　契約方法等　）

	法　人　名
	

	　次の中から選択してください。

（事業用地の範囲）

· 募集受付区域全体（４６，１８３㎡）
· 募集受付区域の北側（１３，６４４㎡）
· 募集受付区域の南側（３２，５３９㎡）

	（売却・貸付の別とその範囲）
・売却

□募集受付区域全体　□募集受付区域の北側　□募集受付区域の南側

・貸付

□募集受付区域全体　□募集受付区域の北側　□募集受付区域の南側

	（更地渡し・現状渡しの別とその範囲）

・更地渡し

□募集受付区域全体　□募集受付区域の北側　□募集受付区域の南側

・現状渡し

□募集受付区域全体　□募集受付区域の北側　□募集受付区域の南側

	（契約額の提案）

　
￥

百億

十億

億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一

　※　金額は，アラビア数字１，２，３・・・を記載してください。
　※　土地は消費税非課税となっています。


【様式第７－２号】

施設計画書
（　施設整備の方針　）

	法　人　名
	

	（施設整備の方針）

施設のコンセプトや設計趣旨など施設整備の全体方針を記載してください。



	（周辺地域への配慮）

　施設整備の方針のうち，特に都市景観の向上，オープンスペースや緑地等による潤いのある空間や安全快適な歩行空間の創出について記載してください。


※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式第７－３号】

施設計画書
（　施設計画の概要①　）
	法　人　名
	


施設ＮＯ．（　　）　※施設ＮＯ．は，配置計画図に記載してください。
	施設の名称・機能
	

	施設名称
	

	建築面積
	　　　　　㎡　
	延床面積
	　　　　　㎡　

	階数
	階　
	最高高さ
	ｍ　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月

	教員研究室数
	
	その他教室数
	


施設ＮＯ．（　　）　※施設ＮＯ．は，配置計画図に記載してください。

	施設の名称・機能
	

	施設名称
	

	建築面積
	　　　　　㎡　
	延床面積
	　　　　　㎡　

	階数
	階　
	最高高さ
	ｍ　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月

	教員研究室数
	
	その他教室数
	


※　付加機能施設については，主な居室数を「その他教室数」に記載してください。

※　一つの施設に複数の機能を有する場合は，複数の機能を記載してください。

· 不足する場合は，複写してください。
【様式第７－４号】

施設計画書
（　施設計画の概要②　）
	法　人　名
	


ＮＯ．（　　）　※ＮＯ．は，配置計画図に記載してください。
	施設の種類
	　オープンスペース 　・　 緑　地　

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	面積
	　㎡　　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月


ＮＯ．（　　）　

	施設の種類
	　オープンスペース 　・　 緑　地　

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	面積
	　㎡　　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月


ＮＯ．（　　）　

	施設の種類
	　オープンスペース 　・　 緑　地　

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	面積
	　㎡　　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月


ＮＯ．（　　）　

	施設の種類
	　オープンスペース 　・　 緑　地　

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	面積
	　㎡　　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月


· 不足する場合は，複写してください。
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資金収支計画書　(長期損益計画表)
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資金収支計画書　(長期損益計画表)

（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

単位：注記なければ千円

事業年度

改修期間
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8
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翌年度繰越収支差額




【様式第９号】

要　　　望　　　書
	法　人　名
	

	　



※　要望がある場合に記載してください。

※　記入スペースに不足が生じた場合，必要に応じて記入欄を拡大してください。
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損益計算書

																																																（様式第８号） ヨウシキダイゴウ

																資金収支計画書　(長期損益計画表) シキンシュウシケイカクショチョウキソンエキケイカクヒョウ

		（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ホウジンメイ																																														単位：注記なければ千円 タンイチュウキセンエン

		事業年度 ジギョウネンド						改修期間 カイシュウキカン		1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20

		年度 ネンド								27		28		29		30		31		32		33		34		35		36		37		38		39		40		41		42		43		44		45		46

		収入計 シュウニュウケイ

		授業料収入 ジュギョウリョウシュウニュウ

		入学金収入 ニュウガクキンシュウニュウ

		その他納付金収入 タノウフキンシュウニュウ

		手数料収入 テスウリョウシュウニュウ

		寄付金収入 キフキンシュウニュウ

		補助金収入 ホジョキンシュウニュウ

		資産運用・売却収入 シサンウンヨウバイキャクシュウニュウ

		事業収入・雑収入 ジギョウシュウニュウザツシュウニュウ

		前受金収入 マエウケキンシュウニュウ

		その他収入 タシュウニュウ

		支出計 シシュツケイ

		人件費支出 ジンケンヒシシュツ

		教育研究経費 キョウイクケンキュウケイヒ

		管理経費支出 カンリケイヒシシュツ

		施設関係支出 シセツカンケイシシュツ

		設備関係支出 セツビカンケイシシュツ

		その他支出 タシシュツ

		土地代金 トチダイキン

		当年度収支差額 トウネンドシュウシサガク

		前年度繰越収支差額 ゼンネンドクリコシシュウシサガク

		基本金取崩額 キホンキントリクズシガク

		翌年度繰越収支差額 ヨクネンドクリコシシュウシサガク

		１．消費税及び地方消費税を含み，物価変動を除いた額を記入すること。 ショウヒゼイオヨチホウショウヒゼイフクブッカヘンドウノゾガクキニュウ

		２．A３判１枚以内で，記入すること。 マイイナイキニュウ

		３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。 カクネンヒヨウカクガツヨクネンガツネンカンヒヨウキニュウ

		４．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。 ヒツヨウオウテキギキニュウランツイカシュウセイ

		５．可能な限り具体的に記入するものとし、下の詳細説明欄に各収入、支出の詳細について説明すること。（人件費支出の内訳等） カノウカギグタイテキキニュウシタショウサイセツメイランカクシュウニュウシシュツショウサイセツメイシシュツ

		６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。 タヨウシキセイゴウセイトナイヨウキニュウ

		７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。 トチダイキンバイキャクカシツケテイアンカカクキニュウ

		（詳細説明欄） ショウサイセツメイラン





キャッシュフロー計算書

																																																（様式第８－２号） ヨウシキダイゴウ

																資金収支計画書　キャッシュフロー計画表 ケイカクヒョウ

		（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ホウジンメイ																																														単位：注記なければ千円 タンイチュウキセンエン

		事業年度 ジギョウネンド						改修期間 カイシュウキカン		1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20

		年度 ネンド								27		28		29		30		31		32		33		34		35		36		37		38		39		40		41		42		43		44		45		46

		収入(a) シュウニュウ

		資金調達（借入金等） シキンチョウタツカリイレキントウ

		授業料収入 ジュギョウリョウシュウニュウ

		入学金収入 ニュウガクキンシュウニュウ

		その他納付金収入 タノウフキンシュウニュウ

		手数料収入 テスウリョウシュウニュウ

		寄付金収入 キフキンシュウニュウ

		補助金収入 ホジョキンシュウニュウ

		資産運用・売却収入 シサンウンヨウバイキャクシュウニュウ

		事業収入・雑収入 ジギョウシュウニュウザツシュウニュウ

		前受金収入 マエウケキンシュウニュウ

		その他収入 タシュウニュウ

		支出（元利払前）(b) シシュツガンリハラマエ

		施設整備費（改修費） シセツセイビヒカイシュウヒ

		人件費支出 ジンケンヒシシュツ

		教育研究経費 キョウイクケンキュウケイヒ

		管理経費支出 カンリケイヒシシュツ

		施設関係支出（保守管理費等） シセツカンケイシシュツホシュカンリヒトウ

		設備関係支出 セツビカンケイシシュツ

		その他支出 タシシュツ

		土地代金 トチダイキン

		元利払充当可能キャッシュフロー(a)-(b) ガンリバライジュウトウカノウ

		元利払い（c) ガンリバラ

		支払利息 シハライリソク

		元本返済 ガンポンヘンサイ

		ネットキャッシュフロー(a)-(b)-（c）

		１．消費税及び地方消費税抜きとし，物価変動を除いた額を記入すること。 ショウヒゼイオヨチホウショウヒゼイヌブッカヘンドウノゾガクキニュウ

		２．A３判１枚以内で，記入すること。 マイイナイキニュウ

		３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。 カクネンヒヨウカクガツヨクネンガツネンカンヒヨウキニュウ

		４．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。 ヒツヨウオウテキギキニュウランツイカシュウセイ

		５．可能な限り具体的に記入するものとし、下の詳細説明欄に各収入、支出の詳細について説明すること。（長期損益計画表と重複する部分については記載は不要） カノウカギグタイテキキニュウシタショウサイセツメイランカクシュウニュウシシュツショウサイセツメイチョウキソンエキケイカクヒョウチョウフクブブンキサイフヨウ

		６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。 タヨウシキセイゴウセイトナイヨウキニュウ

		７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。 トチダイキンバイキャクカシツケテイアンカカクキニュウ

		（詳細説明欄） ショウサイセツメイラン






